
平成２６年度事業計画及び予算

参 考 資 料

地方公務員災害補償基金



普 通 補 償 経 理

損 失 利 益

科 目 金 額 科 目 金 額

補 償 費 １９，９１８，０１３千円 負 担 金 ２５，５８１，４１１千円

福 祉 事 業 費 ５，０８１，４２６ 一 部 負 担 金 ２８

役 員 給 与 ４９，２８２ 利息及び配当金 ８７９，５４３

委 員 給 与 等 ４２，４７６ 賠 償 金 ４５８，０００

職 員 給 与 ３８４，５０９ 有 価 証 券 益 ３５，０９０

事 業 運 営 費 １，１５６，７３２ 雑 収 入 １４５，６１３

減 価 償 却 費 ７，２７９ 支払備金経常戻入 ３，５０２，３２７

開 発 費 償 却 ２８８，２３４ 支払備金特例戻入 ５００，０００

支払備金繰入 ５，０７２，５３１ 不 足 金 補 て ん 積 立 金 戻 入 ７１０，２８０

不 足 金 １８８，１９０

合 計 ３２，０００，４８２千円 合 計 ３２，０００，４８２千円

１ 利益関係

(1) 負担金 ２５，５８１，４１１千円

① 負担金

平成２６年度負担金収入見込額 ２５，４２１，４１１千円

② 特別負担金

前受特別負担金からの振替額（メンタルヘルス総合対策事業分） １６０，０００千円

（メンタルヘルス総合対策事業に係る特別負担金の会計処理についてはＰ９を参照）

(2) 一部負担金（過去の平均収納額） ２８千円



(3) 利息及び配当金 ８７９，５４３千円

① 預貯金利息 ７，６６０千円

ア 譲渡性預金利息

９，１７５百万円 × ０．０８０％ ７，３４０千円

（注１） （注２）

イ 普通預金利息

１，６００百万円 × ０．０２０％ ３２０千円

（注３） （注４）

注１ 平成２６年度における年平均譲渡性預金保有残高見込額

２ 運用平均利回り見込

３ 本部における平成２６年度普通預金平均残高見込額

４ 運用平均利回り見込

② 有価証券利息 ８７１，８８３千円

ア 既購入分（平成２６年３月末現在保有分を積み上げ計算） ８３８，６３３千円

イ 本年度購入分

４，７５０百万円 × ０．７００％ ３３，２５０千円

（注５） （注６）

注５ 平成２６年度購予定入分の年平均地方債等保有残高見込額

６ 予定利率

③ 信託収益 ０千円

金銭信託収益

０千円

(4) 賠償金（過去の平均収納額） ４５８，０００千円

(5) 有価証券益（積上げ計算） ３５，０９０千円

(6) 雑収入 １４５，６１３千円

① 管理費分担金（特別補償経理管理費分担金分）

１，９２８，５１２千円×０．０７５ １４４，６３８千円

（注７） （注８）

注７ 平成２６年度管理費（人件費、事業運営費、減価償却費及び開発費償却の合計額・Ｐ６参照）

８ 特別補償経理分担割合

② 雑入 ９７５千円



※ 負担金以外の収入（(2)一部負担金～(6)雑収入の合計金額） １，５１８，２７４千円

(7) 支払備金戻入 ４，００２，３２７千円

３，５０２，３２７千円＋５００，０００千円 ４，００２，３２７千円

（注９） （注10）

注９ 平成２６年度において取り崩す既裁定年金分

注10 特例取崩分

(8) 不足金補てん積立金戻入 ７１０，２８０千円

(9) 不足金 １８８，１９０千円

利 益 合 計 （(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)+(7)+(8)+(9)） ３２，０００，４８２千円



２ 損失関係

(1) 補償費 １９，９１８，０１３千円

① 療養補償費 ６，７６５，１９５千円

② 休業補償費 ７３，６９５千円

③ 傷病補償年金費 １４１，３５８千円

④ 障害補償費 ３，８５２，１４３千円

⑤ 介護補償費 ８７，５８５千円

⑥ 遺族補償費 ８，９５５，５５７千円

⑦ 葬祭補償費 ４２，４８０千円

(2) 福祉事業費 ５，０８１，４２６千円

① 福祉事業給付費 ４，７５８，８０６千円

ア 休業援護金 ２４，７９９千円

イ 奨学援護金 ９２，４６４千円

ウ 就労保育援護金 １，９５６千円

エ 傷病特別支給金 ５，４４３千円

オ 障害特別支給金 １３６，２０７千円

カ 遺族特別支給金 １７１，２５０千円

キ 障害特別援護金 ５７６，３３３千円

ク 遺族特別援護金 ９９３，９１７千円

ケ 傷病特別給付金 ２８，２７２千円

コ 障害特別給付金 ８１１，０２２千円

サ 遺族特別給付金 １，７９５，３９４千円

シ その他の福祉事業 １２１，７４９千円



② 公務災害防止事業費 ３２２，６２０千円

ア 公務災害防止事業費 １６２，６２０千円

(ｱ) 本部実施分

・委託事業

公務災害の発生状況等の調査に関する報告書の作成 ２，９８０千円

職場環境改善アドバイザー優良事例活用事業 ５，７６１千円

公務災害防止優良事例調査事業 １１，０３３千円

公務災害防止事業啓発映像教材製作事業 １３，７９１千円

・援助事業

「学校給食事業安全衛生管理セミナー」の開催 １，１４９千円

「清掃事業安全衛生管理セミナー」の開催 １，１６９千円

「安全管理研修会」の開催 ３，００５千円

「消防職員安全衛生研修会」の開催 １６，２２６千円

「病院等における災害防止対策研修会」の開催 １，２４４千円

「警察職員安全衛生セミナー」の開催 ２，８１１千円

「新任安全衛生担当者基本研修会」の開催 ２，８９８千円

「学校における安全衛生管理者研修会」の開催 ９，１４５千円

「メンタルヘルス・マネジメント実践講習会」の開催 １８，６７８千円

「職場環境改善アドバイザー派遣事業」の実施 １２，８５９千円

「重大公務災害防止対策セミナー」の開催 １７，３１６千円

「職場巡視・安全衛生点検セミナー」の開催 ３，１３５千円

「職場の衛生管理研修会」の開催 ２，８７１千円

・本部独自事業（調査研究事業）

公務災害発生要因等分析調査 ４４９千円

(ｲ) 支部実施分

支部における公務災害防止事業の推進事業 ３６，１００千円

イ 東日本大震災に関連するメンタルヘルス総合対策事業 １６０，０００千円

（メンタルヘルス総合対策事業執行状況及び執行計画についてはＰ９を参照）

(3) 人 件 費 ４７６，２６７千円

① 役 員 給 与 ４９，２８２千円

② 委員給与等 ４２，４７６千円

③ 職 員 給 与 ３８４，５０９千円



(4) 事業運営費 １，１５６，７３２千円

① 旅 費 １６，３３８千円

② 需 用 費 ３３６，０８８千円

③ 交 際 費 １，０００千円

④ 予 備 費 １，０００千円

⑤ 支 部 経 費 ８０２，３０６千円

※ 本部経費（①旅費～④予備費の合計額） ３５４，４２６千円

（本部経費の科目別内訳金額はＰ７～８を参照）

(5) 減価償却費 ７，２７９千円

(6) 開発費償却 ２８８，２３４千円

(7) 支払備金（新規裁定分）繰入 ５，０７２，５３１千円

(注11)

注11 平成26年度新規裁定年金分積立所要額

損 失 合 計 （(1)＋(2)＋(3)＋(4)＋(5)＋(6)+(7)） ３２，０００，４８２千円

◎管理費（人件費、事業運営費、減価償却費及び開発費償却の合計金額 1,928,512千円）の経理区分別

分担割合

区 分 平 成 ２ ６ 年 度 分 構 成 比

管 理 費 １，９２８，５１２千円 １００．０％

普通補償経理分 １，７８３，８７４ ９２．５％

}
特別補償経理分 １４４，６３８ ７．５％ （注17）

注17 管理費に対する普通補償経理分と特別補償経理分の分担割合は平成２５年度と同率



人件費及び本部経費の科目別内訳金額

〔人件費〕

科 目 金 額 摘 要

千円 千円
１ 役 員 給 与 49,282
( 1 ) 報 酬 29,077
( 2 ) 諸 手 当 20,205 ① 特別地域手当 5,213

② 通勤手当 1,080
③ 特別手当 11,860
④ 退職手当 2,052

２ 委員給与等 42,476
( 1 ) 報 酬 18,912
( 2 ) 諸 手 当 12,087
( 3 ) 委員手当 11,477 ① 代表者委員会委員 167

② 運営審議会委員 489
③ 審査会委員・参与 8,440
④ 情報公開・個人情報保護審査会委員 381
⑤ 専門委員 2,000

３ 職員給与 384,509
( 1 ) 基 本 給 192,802
( 2 ) 諸 手 当 191,707 ① 扶養手当 5,616

② 地域手当 38,685
③ 期末勤勉手当 88,730
④ 管理職手当 16,496
⑤ 時間外手当 26,409
⑥ 住居手当 3,264
⑦ 単身赴任手当 1,128
⑧ 通勤手当 8,820
⑨ 退職手当 2,559

人 件 費 計 476,267



〔本部経費〕

科 目 金 額 摘 要

千円 千円
１ 旅 費 16,338 ① 代表者委員会・運営審議会委員 799

② 審査会委員等 1,195
③ 役職員等 14,226
④ その他 118

２ 需 用 費 336,088
( 1 ) 厚 生 費 4,701
( 2 ) 消 耗 品 費 10,639
( 3 ) 通信運搬費 11,417 ① 基金ＬＡＮｼｽﾃﾑＷＡＮ回線使用料 7,833

② 電話料、一般通知文書等送料等 3,584
( 4 ) 印刷製本費 10,076 ① 地方公務員災害補償制度資料 1,758（新）

② 審査会関係資料 3,144
③ 「災害補償」 167
④ 公務災害・通勤災害・障害等級等の認定・

決定理論と実務提要 393（新）
⑤ 各種様式等 4,614

( 5 ) 会 議 費 1,689 ① 審査会 540
② 訴訟問題研究会 368（新）
③ 各種研修会等 781

( 6 ) 光 熱 水 費 1,556
( 7 ) 委 託 費 15,623 ① 基金情報ｾｷｭﾘﾃｨ関係事業 1,080

② 業務システム運用 161
③ 公文書電子データ化 1,438
④ 事務所清掃委託 4,297
⑤ 外部倉庫からの公文書搬送・搬入 687
⑥ 判決文データ構築業務 500
⑦ 内部監査・会計処理に関する相談等 1,296
⑧ 派遣職員 4,350（新）
⑨ その他 1,814

( 8 ) 備 品 費 1,678
( 9 ) 諸 謝 金 23,883
(10) 賃 借 料 143,136 ① 事務所借上料 115,211

② 職員住宅借上料 5,550
③ 会場等借上料 4,660
④ 基金ＬＡＮの運用に伴う機器等借上料 13,732
⑤ 業務ｼｽﾃﾑの運用に伴う機器等借上料 2,160
⑥ その他賃借料等 1,823

(11) 負 担 金 69,213 ① 社会保険料 67,024
② 固定資産税 300
③ その他 1,889

(12) 維持修繕費 26,192 ① 基金ＬＡＮ保守等 14,748
② 基金業務ｼｽﾃﾑ保守 10,662
③ その他修繕等 782

(13) 賃 金 11,150
(14) 雑 費 5,135

３ 交 際 費 1,000

４ 予 備 費 1,000

本 部 経 費 計 354,426



メンタルヘルス総合対策事業執行状況及び執行計画

平成24年度決算額 平成25年度決算見込 平成26年度 平成27年度
項 目 予定額 予定額

金 額 数 量 金 額

千円 千円 千円 千円

①ストレスチェック 6,948 86団体 78,994名

②カウンセリング 13,818 ４拠点

76,518
③メンタルヘルスセミナー 7,004 のべ96団体、5,358名

④心の健康回復事業(ｸﾞﾙｰﾌﾟﾜｰｸ) 1,884 のべ38団体、951名

160,000 148,124
⑤ﾒﾝﾀﾙﾍﾙｽﾏﾈｼﾞﾒﾝﾄのｱﾄﾞﾊﾞｲｽ 678 39団体

⑥自主的実施事業への財政支援 16,290 42団体 39,660

⑦大学への委託研究 403 １機関 279

⑧管理職員向け宿泊研修 3,666 ３箇所各２回 13,716

⑨その他 3,574 7,437

合 計 54,266 137,610

〈メンタルヘルス総合対策事業に係る特別負担金の会計処理〉

メンタルヘルス総合対策事業に係る特別負担金の会計処理については、その取り扱いの明確化を図るため、

平成２４年度の未執行残額を「前受特別負担金」（負債）に計上し、平成２５年度以降、事業の執行額（費

用）と同額を、「前受特別負担金」から「特別負担金」（収益）に振替計上することとしている。

メンタルヘルス総合対策事 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

決算額 決算見込 予定額 予定額
業に係る特別負担金

(経常収益) 千円 千円 千円 千円

千円 特別負担金 54,266 137,610 160,000 148,124
500,000

(固定負債)

前受特別負担金 445,734 308,124 148,124 0



支払備金明細

（単位：千円）

区 分 前期繰越額 当期増加額 当期減少額 貸借対照表計上額 備考

支払備金

66,866,952 5,072,531 4,002,327 67,937,156

既裁定分 ※

66,866,952 0 4,002,327 62,864,625

新規裁定分

0 5,072,531 0 5,072,531

※ 既裁定年金分の当期取崩額の内訳

１．既裁定年金分に係る取り崩し 3,502,327 千円 ← 既裁定年金給付見込額 14,194,150千円 ①

①×② 保有率 0.24674438026 ②

２．特例的な取り崩し 500,000 千円



特 別 補 償 経 理

損 失 利 益

科 目 金 額 科 目 金 額

補 償 費 ５８９，８９１千円 負 担 金 ５５７，８５５千円

福 祉 事 業 費 ２０１，３９０ 利息及び配当金 １５０，７５３

管理費分担金 １４４，６３８ 賠 償 金 ４０，０００

有 価 証 券 益 ４０１

不 足 金 補 て ん 積 立 金 戻 入 １８６，９１０

合 計 ９３５，９１９千円 合 計 ９３５，９１９千円

１ 利益関係

(1) 負担金 ５５７，８５５千円

平成２６年度負担金収入見込額 ５５７，８５５千円

(2) 利息及び配当金 １５０，７５３千円

① 預貯金利息 ２９１千円

ア 譲渡性預金利息

３８５百万円 × ０．０６０％ ２３１千円

（注18） （注19）

イ 普通預金利息

３００百万円 × ０．０２０％ ６０千円

（注20） （注21）

注18 平成２６年度における年平均譲渡性預金保有残高見込額

19 運用平均利回り見込

20 本部における平成２６年度普通預金平均残高見込額

21 運用平均利回り見込



② 有価証券利息 １５０，４６２千円

ア 既購入分（平成２６年３月末現在保有分を積み上げ計算） １４８，３６２千円

イ 本年度購入分

３００百万円 × ０．７００％ ２，１００千円

（注22） （注23）

注22 平成２６年度購予定入分の年平均地方債等保有残高見込額

23 予定利率

(3) 賠償金（過去の平均収納額） ４０，０００千円

(4) 有価証券益（積上げ計算） ４０１千円

※ 負担金以外の収入（(2)利息及び配当金～(4)有価証券益の合計金額） １９１，１５４千円

(5) 不足金補てん積立金戻入 １８６，９１０千円

利 益 合 計 （(1)＋(2)＋(3)＋(4)+(5)） ９３５，９１９千円



２ 損失関係

(1) 補償費（休業補償費） ５８９，８９１千円

５９０百万円

(2) 福祉事業費（休業援護金） ２０１，３９０千円

２０１百万円

(3) 管理費分担金（普通補償経理への管理費分担金） １４４，６３８千円

１，９２８，５１２千円×０．０７５

（注24） （注25）

注24 平成２６年度管理費（普通補償経理の人件費、事業運営費、減価償却費及び開発費償却の合計額・Ｐ６参照）

25 特別補償経理分担割合

損 失 合 計 （(1)＋(2)＋(3)） ９３５，９１９千円


